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資料編１．プロフィール 

信用金庫
40.2%

当行
28.3%

都市銀行
18.5%

地銀＇当行除く（
10.4%

その他
2.6%

信用金庫
35.8%

その他
7.3%

地銀＇当行除く（
5.6%

都市銀行
22.6%

当行
28.7%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＇平成２７年３月末現在（

項目 計数等 備考

 創立  昭和１６年１０月　

 総資産  ８兆２，４２８億円　

 預金＋ＮＣＤ  ７兆２，０２１億円　

 貸出金  ４兆３，５４８億円　

 資本金            ４２１億円　

 有価証券評価損益      ４，８１５億円　

国内基準 …１２．０１％　

＇参考（ＢＩＳ基準…１７．３７％　

Ｒ＆Ｉ ：Ａ＋　

Ｓ＆Ｐ：Ａ 　　

 従業員数 ３，３７０人　

    店舗数…１６８か店　

　  店舗外ＡＴＭ …３１５か所　

    セブン銀行との提携による　

共同ＡＴＭ…１９，３５５か所　

香港駐在員事務所　

上海駐在員事務所　

大連駐在員事務所　

バンコク駐在員事務所  

 拠点数

 海外拠点

 自己資本比率 単体ベース

 格付

 京都銀行の概要 
京都府内シェア＇H２７/３（ 
＇銀行、信用金庫、信用組合に占めるシェア（ 

 

貸出金 

預金＋譲渡性預金 
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主体別 預金・譲渡性預金＇平残（

18,079

40,655

18,81618,78117,575 18,369 18,213

35,604
38,19636,781 39,313 41,709

9,308

6,309
6,916

7,545 8,613 8,808

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 H25年度 H26年度

＇億円（

法人 個人 公金他

エリア別 預金・譲渡性預金＇平残（

50,112 51,506 51,827 52,349 53,091 53,776

4,171 4,468 4,670 5,030 5,218
3,815

4,749
5,880 6,694 6,651

7,254

3,829

2,9812,770
2,5822,3822,051

1,733

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

H21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 H25年度 H26年度

＇億円（

東京
支店・
名古
屋支
店・大
阪営
業部
＇※（
滋賀・
奈良

阪神
＇大阪
営業
部除
く（

京都

資料編２．預金・譲渡性預金＇主体・エリア別（ 

H26年度実績 ＇前年度比（ 
法人＋134億円、個人＋1,054億円、公金他＋500億円 

H26年度実績 ＇前年度比（ 
京都＋685億円、阪神＋188億円、滋賀・奈良＋211億円、 
東京支店・名古屋支店・大阪営業部＋603億円 

  預金・譲渡性預金平残の推移 

■京都 
■阪神＇大阪営業部除く（ 
■滋賀・奈良 
■東京支店・名古屋支店・大阪営業部＇※（ 

＇※（H24年度以前については 
   大阪支店 

59,490 
62,478 

64,559 66,297 67,543 

59,490 
62,478 

64,559 
66,297 67,543 69,230 69,230 
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エリア別 貸出金＇平残（

4,098 4,300 4,506 4,916

3,731
4,772

5,648

25,770 25,878 25,72225,851 25,723 25,892

5,1414,750

3,458
2,267 2,545 2,811 3,032 3,230

6,8556,230
7,395

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

H21年度 H22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 H25年度 H26年度

＇億円（

■京都 
■阪神＇大阪営業部除く（ 
■滋賀・奈良 
■東京支店・名古屋支店・大阪営業部＇※（ 

H26年度実績 ＇前年度比（ 
法人＋999億円、個人＋271億円、公共△108億円 

主体別 貸出金＇平残（

23,696

13,227

22,26921,57321,145
23,028

24,695

11,708
12,714

12,224
12,920

13,498

3,694

3,014
3,700

3,835
3,786

3,802

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

＇億円（

法人 個人 公共

資料編３．貸出金＇主体・エリア別（ 

  貸出金平残の推移 

H26年度実績 ＇前年度比（ 
京都＋169億円、阪神＋225億円、滋賀・奈良＋228億円、 
東京支店・名古屋支店・大阪営業部＋540億円 

＇※（H24年度以前については 
   大阪支店 

35,866 
37,496 

38,818 39,734 
40,725 

35,866 
37,496 

38,818 
39,734 

40,725 41,887 41,887 
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資料編４．新設店舗の状況  

7
14

22
29

38

50

60
68

76

90
84

97
94

0

20

40

60

80

100

120

H14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度 Ｈ18年度 Ｈ19年度 Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 H24年度 H25年度 H26年度

＇億円（ 

473

1,601

2,071

1,033

723

1,257

0

2000

4000

6000

8000

H13/3 H14/3 H15/3 H16/3 H17/3 H18/3 H19/3 H20/3 H21/3 H22/3 H23/3 H24/3 H25/3 H26/3 H27/3

愛知

兵庫

奈良

滋賀

大阪

京都

＇億円（ 

   ※新設店＝草津支店＇平成12年12月（以降開設店舗。 

343

2,716

2,433

1,200

1,201

1,395

0

3,000

6,000

9,000

H13/3 H14/3 H15/3 H16/3 H17/3 H18/3 H19/3 H20/3 H21/3 H22/3 H23/3 H24/3 H25/3 H26/3 H27/3

愛知

兵庫

奈良

滋賀

大阪

京都

＇億円（ 9,290 
7,160 

新設店の貸出金残高 新設店の預金・譲渡性預金残高 

新設店の業務粗利益 

 ○新設店舗における 

    貸出金残高は、全体の２１％､ 

   預金・譲渡性預金残高は、全体の１０％ 

  

 ○今後、新設店舗の更なる成長が当行の 

   大きな原動力となる 
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資料編５．有価証券投資の状況 

＇億円（

内訳

* 国債  213

地方債 75

社債 65

株式 4,248

外債 17

その他 195

合計 4,815
* 変動利付国債については、市場価格に
　 より時価評価しております。

評価損益

＜参考＞評価損益変動幅 

●円金利が1％上昇した場合の評価損益変動幅 

                       △７９４億円 
 
●日経平均が1,000円下落した場合の 

   株式等評価損益変動幅 

                                                     △３０８億円 

２７年３月末の有価証券評価損益 

〈注〉時系列比較のため、上記数値は評価損益を除いております。 

4 .7 4 .5 4 .5
4 .2 4 .2

3 .9

3 .73 .9
3 .7

4 .0
3 .43 .3

3 .43 .43 .23 .4

2 .72 .5

0

2

4

6

Ｈ22/3 Ｈ23/3 Ｈ24/3 H25/3 H26/3 H27/3

＇年（

平均残存期間 固定債のみ 変動債調整後＇※（

＇※（変動債の平均残存期間を０．５年として算出しております。 

10,044 10,967 11,931 10,570 11,784 10,968

3,381

9,250
8,331

3,968
2,744

1,739
1,061

3,664

9,6908,120

7,206

7,557

1,816

1,835

1,791 1,795
1,804

1,818
1,528

1,5881,356

1,710

1,927

1,652

1,323

1,006
590

250

40

320

619

570
596

557517
729

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H22/3 H23/3 H24/3 H25/3 H26/3 H27/3

＇億円（

投信、その他

円建外債

外貨建外債

株式

社債

地方債

国債

23,998 
25,412 

27,106 
28,400 

  有価証券残高の推移 

28,977 

26,836 

  債券平均残存期間の推移 
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1.23

1 .19

1 .02

0 .82

0 .65 0 .66

0 .86

0.04

1 .19

1 .59

1 .54
1 .45

1 .36
1 .28

1.33
1.43

1.54

1.67

1.82

0.90

0.710.72

1.42

0.91

1.15

0.050.070.090.13
0.23

0

0.5

1

1.5

2

2.5

Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 H24年度 H25年度 H26年度

＇％（

国内預貸利回差 国内貸出金利回 国内有価証券利回

国内預証利回差 国内預金等利回

資料編６．利回・資金利益 

400

500

600

700

800
＇億円（

＋１５ 

△３９ 

＋４０ 

701
億円 

貸出金利息 預金等利息 

残高要因 利回要因 

有価証券 
利息配当金等 

H25年度 H26年度 

 国内預貸利回差及び国内預証利回差  資金利益の増減要因 

＇単位：％（

25年度 26年度

 国内貸出金利回 1.33 1.23

 国内預金等利回 0.05 0.04

 国内有価証券利回 0.71 0.90

 債券利回 0.56 0.72

 株式利回 2.83 3.39

＋５ 

2.0 

1.0 

722
億円 
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51.9
62.7 69.0

79.3
89.9

63.7

0

20

40

60

80

100

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

＇億円（

16.9 17.3 17.9 18.7 20.6 21.4

45.6 44.7 44.7 44.5

10.8 11.2 11.9 12.1
13.7 13.8 14.8 15.1 15.2

10.4 9.9 13.3
11.2

15.4
18.2 21.5 19.5

23.1
25.7

156.8

45.4 44.6

12.0 10.0

14.0

1.7 1.9 2.8 2.9 4.13.9
4.84.7

4.5 4.5 4.6 4.64.4 3.4
3.23.6

3.1 4.7

21.0

30.0
127.9 128.9 130.3

136.2
146.1

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

220

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

＇億円（
投信

保険、国債等

シ・ローン、私募債

EB関係

法人その他
口座振替

CD・ATM関係

内国為替

その他

資料編７．役務取引等利益 

  役務取引等利益の推移 

  役務取引等収益の内訳 

法人ぐるみ関連 
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資料編８．経費 

＇単位：人（

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

　平均人員＇出向者除く（ 3,207 3,299 3,370 3,444 3,448 3,457

  経費とOHRの推移 

  人員の推移 

236 246 250 235 246 253

276 283 290 292 296 305

27282928 30 30

57.98 58.87
64.82 64.75

70.44 69.24

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

＇億円（

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

＇％（

人件費

物件費

税金

ＯＨＲ(経費/業務粗利益（
(右軸（

541 558 569 555 573 590 
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9.05
9.82

10.30
11.23

12.04
13.22 12.89 12.81 12.42 12.01

0

5

10

15

20

H22/3 H23/3 H24/3 H25/3 H26/3 H27/3

＇％（

資料編９．自己資本比率＇国内基準（ 

＇単位：億円（

22年3月末 23年3月末 24年3月末 25年3月末 26年3月末 27年3月末

 自己資本比率＇国内基準（ 12.04% 13.22% 12.89% 12.81% 12.42% 12.01% 

3,859 4,103 3,955 3,601 3,693 3,652

うちTierⅠ 2,901 3,047 3,160 3,157

32,046 31,022 30,678 28,098 29,723 30,400

＜参考＞ 22年3月末 23年3月末 24年3月末 25年3月末 26年3月末 27年3月末

 自己資本比率＇国際統一基準（ 14.94% 15.25% 14.26% 13.64% 15.34% 17.37% 

 自己資本

バーゼルⅢ

バーゼルⅡ バーゼルⅢ

バーゼルⅡ

 リスクアセット等

  自己資本比率の推移 

  自己資本・リスクアセット等の推移  

＇※（当行は国内基準行のため、 

   平成２６年３月末から「バーゼルⅢ」 

   ベースで算出しております。 

   このため、平成２６年３月末から 

   ＴｉｅｒⅠ比率は、算出しておりません。 

標準的手法 FIRB 

自己資本比率＇バーゼルⅢ（ 

自己資本比率＇バーゼルⅡ（ うちTierⅠ比率 
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資料編１０．統合リスク管理 

490

3,245

147

0

0

701

800

70

69

120

120

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

5
消費性与信の信用リスク量 
保有期間1年 信頼係数99％ 

アウトライヤー比率＇平成２７年３月末（ 

計 測 手 法  

金利ショック幅  

コ ア 預 金 

： ＧＰＳ方式 
： 99パーセンタイル値と1パーセンタイル値  
： 内部モデルを用いて推計 

金利リスク量 自己資本 アウトライヤー比率

221億円 3,652億円 6.1％

4,250

1,659

0

1,000

2,000

3,000

4,000

リスク量 
＇平成２７年３月末基準（ 

＇億円（ 

配賦原資※ 

 

バッファー １，７６５億円 

市場リスクVaR 
 (除く政策投資株式) 
  ：バンキング 
   保有期間1か月 
   信頼係数99％ 
  ：トレーディング 
   保有期間１０日 
   信頼係数99％ 

＇政策投資株式修正ＶａＲ＝政策投資株式ＶａＲ－評価損益（ 

＇億円（ (平成２７年３月末（ 

コ ア 資 本 
＇配賦原資（ 

未利用リスク資本 
443億円 

資本配賦額 
＇平成２６年度下期（ 

政策投資株式修正VaR       
保有期間6か月 信頼係数
99％ 

事業性与信の信用リスク量  
保有期間１年 信頼係数99％ 

１，４８０億円 

オペレーショナルリスク 
＇粗利益配分手法（ 

政策投資株式 

評価損益 

政策投資株式 

VaR 

  【統合リスク量の状況】 
  ◆ 平成２６年度下期の資本配賦額は１，４８０億円、平成２７年３月末の統合リスク  
    量は１，０３７億円 

  【アウトライヤー比率】 

  ◆ 平成２７年３月末の標準的金利ショックによって試算される金利リスク量は２２１ 

   億円、アウトライヤｰ比率は６．１％ ＇前年同月比＋２．１％（ 

１，０３７億円 

・市場リスク、信用リスク
＇配賦額超過時等臨時   
突発的な事態に使用（ 
・計測できないリスク 
・新規業務に対するリスク 
・戦略リスク等 

統合リスク量の状況＇平成２７年３月末（ 

※平成26年度下期計画策定時点 
における平成27年3月末予想値 
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32
15

51

126
0.13

0.04
0.08

△0.02△0.00

0.35

-25
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25
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200

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

＇億円（

-0.4

-0.3

-0.2

-0.1

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5
＇％（

信用コスト 縦棒 3 信用コスト比率(信用コスト／貸出金平残（(右軸（

資料編１１．信用コストの状況 

＇単位：億円)

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

個別貸倒引当金純繰入額 112 46 0 60 △ 0  △9 
新規不良債権の発生等に伴う処理額 131 52 19 80 21 10 
回収＇含む業況改善（等による取崩し △ 29 △ 18 △ 23 △ 26 △ 32 △22 
不動産担保価値下落に伴う処理額等 9 13 4 6 11 2 

貸出金償却 0 1 － 0 0 0 
貸出債権売却損 1 1 0 0 0 0 
その他 5 4 3 4 0 7 

    不良債権処理額             ①     118 54 4 66 0 △1 
    一般貸倒引当金純繰入額    ②   　 8 △ 2 11 △ 33 △ 1 △7 
信用コスト ①＋②　 126 51 15 32 △ 1 △9 

  信用コスト額と信用コスト比率 

  信用コストの内訳 

△1 △9 

貸倒引当金戻入益 １７億円 
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資料編１２．開示債権の状況 

      

       

＇単位：億円（
22年3月末 23年3月末 24年3月末 25年3月末 26年3月末 27年3月末

　リスク管理債権額 1,584 1,567 1,438 1,400 1,232 989
1,448 1,433 1,333 1,295 1,146 943

　リスク管理債権比率 3.78% 3.64% 3.28% 3.14% 2.72% 2.16%

　リスク管理債権額＜部直後＞

 金融再生法開示債権の増減要因 

 リスク管理債権の推移 

1,289 1,267
1,126 1,178 1,085

886

95139174178219228

72

10
9

51138
85

4.08 3.94
3.51 3.37

2.90
2.25

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H22/3 H23/3 H24/3 H25/3 H26/3 H27/3

＇億円（

-2

-1

0

1

2

3

4

5

＇％（

＇参考（部分直接償却後

1,289 1,267
1,126 1,178 1,085

886

90 84 71 69 53 48

9

72 85
138 51

10

3.74 3.61
3.26 3.12

2.15
2.70

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H22/3 H23/3 H24/3 H25/3 H26/3 H27/3

＇億円（

-2

-1

0

1
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＇％（

要管理債権

危険債権

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

開示債権比率＇右軸（

1,590 1,572 
1,444 

1,452 1,437 1,337 

 金融再生法開示債権・比率の推移 
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1,235 

1,148 
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3.0 
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991 
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＇単位：億円（

２６年度中

金融再生法開示債権の増減 △ 244 

新規不良債権の発生による増加 149 

オフバランス化等による減尐 393 

直接償却 49 

バルクセール 33 

実回収および業況改善 311 
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資料編１３．開示基準別の分類・保全状況 

＇ 単位：億円 （

区    分
与信残高 Ⅰ分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

破 綻 先

20 16 4 -  -    破綻先債権 36
＇  0（ ＇ 11（

実質破綻先 ① 95 47 48 100.0%
74 47 27 -  -  

＇  0（ ＇ 35（   延 滞 債 権 943
破綻懸念先

886 501 288 95 ② 886 702 88 89.1%
＇88（

小  計

981 565 320 95 981 749 136 90.2% 小  計 980

13 8 0 63.2% -  
 要 管 理 先 要管理債権

13 8 4 ＇貸出金のみ（

9 6 0 72.9% 9

計 開示債権①～③ 計

995 574 324 95 -  991 755 136 90.0% 合  計 989

要管理先以外
  の要注意先

5,038 1,704 3,334

正 常 先

37,704 37,704

合  計

43,738 39,983 3,659 95 -  
＇89（ ＇46（

区  分

対象：貸出金

リスク管理債権

貸出金残高

  ３か月以上
  延 滞 債 権

貸 出 条 件
 緩 和 債 権

  破産更生債権

小  計

  及びこれらに

  準ずる債権

要 管 理 先

危 険 債 権

対象：要管理債権は貸出金のみ
その他は貸出金等与信関連債権、銀行保証付私募債

自己査定結果＇債務者区分別（ 金融再生法開示債権

担保等による

保全額
引当額 保全率

対象：貸出金等与信関連債権

分      類
与信残高
区    分

Ⅰ分類とは引当金、優良担保・優良保証等で

カバーされている債権

③

＇注１（貸出金等与信関連債権：貸出金､支払承諾見返、外国為替、貸出金に準ずる仮払金および 

    未収利息等であります。 

＇注２（破綻先、実質破綻先および破綻懸念先の自己査定における分類額 

    Ⅰ分 類 額    引当金、優良担保＇預金等（・優良保証＇信用保証協会等（等で カバーされている債権        

    Ⅱ分 類 額    不動産担保等一般担保・保証等でカバーされている債権 

    ⅢⅣ分類額  全額または必要額について償却引当を実施､引当済分はⅠ分類に計上＇破綻先 

                          および実質破綻先の Ⅲ・Ⅳ分類は全額引当済（ 

＇注３（自己査定結果＇債務者区分別（における ＇  （内 は分類額に対する引当額です。 
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業務内容

　烏丸商事㈱ 　不動産管理・賃貸業務、当行役職員への商品等斡旋業務

　京銀ビジネスサービス㈱ 　事務代行業務

　京都信用保証サービス㈱ 　信用保証業務

　京銀リース・キャピタル㈱ 　リース業務、投資業務

　京都クレジットサービス㈱ 　クレジットカード業務＇DC（

　京銀カードサービス㈱ 　クレジットカード業務＇JCB、ダイナース（

　㈱京都総合経済研究所 　経済調査・研究業務、経営相談業務

資料編１４．グループ会社の状況 

＇単位：億円（
〈銀行単体〉 連結子会社の

２６年度 利益反映分

　業務粗利益 895  852  

　業務純益 288  262  

　経常利益 362  335  

　当期純利益 212  204  8  

〈連結〉
２６年度

  連結損益 

  連結子会社 
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本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれております。 

こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、 

リスクや不確実性を内包するものです。 

将来の業績は、経営環境の変化などにより現時点での予想・計画と 

異なる可能性があることにご留意ください。 

［照会先］ 

株式会社 京都銀行 総合企画部 

電話：０７５－３６１－２２７５ 

ＦＡＸ：０７５－３４１－１５４１ 

http://www.kyotobank.co.jp/ 


